
2021年4月1日

厚生労働省年金局総務課年金広報企画室

令和６年度の年金広報の取組（厚生労働省）

資料２－１ 第19回年金広報検討会
令和６年4月10日（水）



年金広報のあり方に関する取組

主 な 検 討 課 題

構 成 員 こ れ ま で の 議 論 （ 全 1 8 回 ）

2



年金広報の方向性

年金広報をめぐる環境変化を踏まえつつ、一人ひとりの選択を支援し、適切な行動を促す役割を
果たすためには、今後、年金広報の改善に取り組んでいく必要がある

令和４年３月11日開催
第15回年金広報検討会

資料１－１

・ 適切な選択に資するような、わかりやすい広報を追求
・ 新しい手法の活用等により、一人ひとりの多様な状況（世代や職業など）にきめ細かく対応した情報提供

等を実施し、さらに行動を支援

・ 公的年金・私的年金やその他の資産形成手段について、幅広く情報を提供し、自分に相応しいものを選択
できるようにする

・ 行政内部だけでなく金融機関なども含めて、連携体制の構築を図る

• 広報が適切な選択・行動につながったかを把握し、ＰＤＣＡによって絶え間なく手法等を改善

１．技術革新への対応、きめ細かさ・わかりやすさの改善等

２．公的年金と私的年金を合わせた総合性の強化

４．効果把握・ＰＤＣＡサイクルの強化

・ 一人ひとりのニーズを正確に把握した適切な行動につなげる
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３．エビデンスに基づいた広報のあり方
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令和元年の「社会保障審議会年金部会における議論の整理」を踏まえた
年金広報に関する令和５年度の取組

生 涯 を 通 じ た 年 金 教 育 被 用 者 保 険 の 適 用 拡 大

新たな学習教材の開発２

１ 若年世代向け参加型広報

■「学生との年金対話集会」

＜第５回年金動画・ポスターコンテスト大臣賞受賞作品＞

被用者保険の適用拡大について、引き続き、インターネットによる情報発信や「専門
家活用支援事業」などを実施してました。また、令和６年10月施行の適用拡大に向けて、
新たに特設サイト、ガイドブック、チラシ、動画などの広報コンテンツを制作しました。

①令和２年改正年金法を分かりやすく周知すること、②働き方・暮らし方の変化に伴う
年金額の変化を「見える化」することを目的として、令和４年４月からねんきん定期便に
付される二次元コードも活用できる「公的年金シミュレーター」を公開しました。令和６
年４月１日時点で約624万件試算されています。

令和６年１月に、在職定時改定の試算機能を追加しました。これに伴って画面表示を工
夫する（年金額の試算結果グラフ・年金見込み受給額の表示を開閉可能とする）ことで
ユーザビリティの向上を行いました。

＜手引き・チラシ＞＜特設サイト＞

＜財政検証ＨＰ＞

グラフィック・ポスター部門
(小・中学生の部／一般の部）

ショート動画部門 表彰式

学生と厚生労働省（年金局）職員が年金を
テーマに語り合うことを通じて、みなさまの
ご意見を年金広報活動の改善につなげています。

次代を担う若い世代と一緒に年金について考えることを目的に
「年金動画・ポスターコンテスト」を開催しました。※令和５年度より名称変更

＜学習教材＞

■「年金動画・ポスターコンテスト」

小学生向け 中高生向け 大学生以上向け

＜学習マンガ＞ ＜クイズ動画＞

■「こども霞ヶ関見学デー」
毎年夏休みに、こども達に向けて、年

金について楽しく学んでいただくプログ
ラムを開催しました。

令和５年度は、伊
沢拓司さんを講師
に迎え、対面・オ
ンライン会わせ約
140名のお子様、保
護者に参加いただ
きました。

年 金 の 見 え る 化
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＜学習教材＞

New!

＜ショート動画＞

New!

New! New! New! New!

New!



• 令和６年度 年金広報の方針



令和６年度 年金広報の方針

利用状況やユーザーのニーズを踏まえ、既存の広報コンテンツについて、
内容を改善するとともに、新たな広報コンテンツを提供する。

これまで制作した広報コンテンツについて、関係者の利活用を推進するためのパブ
リックリレーションを積極的に実施する。

令和５年の「生活設計と年金に関する世論調査」の結果や次期年金制度改正に向けた
議論の状況等を踏まえ、中期的な視点から、年金広報の取組を見直し、令和７年度以
降の取組方針を検討する。



令和６年度の年金広報の取組



2021年4月1日

・生涯を通じた年金教育



大学生向け年金対話集会について（概要）
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第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋



大学生向け年金対話集会について（講義資料）
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第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋



「学生との年金対話集会」開催実績

愛知県立大学
北海道大学公共政策大学院
東北公益文科大学
県立広島大学
帝京大学
大妻女子大学短期大学部

東北大学
帝京大学
熊本大学
福岡大学
愛知県立大学
高崎経済大学
東北公益文科大学
成城大学
横浜国立大学

名古屋大学
一橋大学
お茶の水女子大学
上智大学
北海道大学
東海大学
熊本大学
帝京高等学校
帝京大学
市川市立第二中学校
愛知県立大学
愛知学院大学
立教大学
市川市立塩浜学園後期課程（中学校）
成城大学
盛岡大学
角川ドワンゴ学園
（N高等学校、S高等学校、N中等部）
東北大学
広島県立大学
京都産業大学
早稲田大学
大妻女子大学短期大学部
亜細亜大学
福岡大学
東北公益文科大学
東京大学
埼玉大学
立教大学

関西大学
盛岡大学
東京都立東久留米総合高等学校
一橋大学
お茶の水女子大学
東海大学
北海道大学
北海道大学公共政策大学院
名古屋大学
熊本大学
日本女子大学
帝京大学
角川ドワンゴ学園
（N高等学校、S高等学校、N中等部）
上智大学
東京経済大学
東北大学
亜細亜大学
成城大学
東北公益文科大学
大妻女子大学短期大学部
東北学院大学
東京大学
横浜国立大学
福岡大学
北海道大学公共政策大学院

北海道大学
武蔵大学
立教大学
関西学院大学
一橋大学
東海大学
盛岡大学
名古屋大学
お茶の水女子大学
熊本大学
九州大学
相模女子大学
日本女子大学
北海道大学公共政策大学院
北海道教育大学
お茶の水女子大学
帝京大学
名古屋市立大学
南山大学
東北学院大学
早稲田大学
東京大学
東北大学
亜細亜大学
北星学園大学
北海道大学
大妻女子大学短期大学部
慶応義塾大学
神奈川大学
福岡大学
東北公益文科大学
成城大学
東北福祉大学
上智大学
近畿大学
埼玉大学

第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋
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大学生向け年金対話集会について（アンケート結果）

【理解度】【満足度】

■ 年金対話集会の出席者の満足度及び理解度（令和５年度アンケート結果）
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（不満）←1-2-3-4-5→（満足） （不十分）←1-2-3-4-5→（十分）

301満足度５

183満足度４

42満足度３

1満足度２

1満足度１

188理解度５

258理解度４

71理解度３

7理解度２

1理解度１

満足度５
57%

満足度４
35%

満足度３
8%

満足度２
0%

満足度１
0%

理解度５
36%

理解度４
49%

理解度３
14%

理解度２
1%

理解度１
0%

第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋



中高生向け年金教育の推進（教育教材の内容）
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働き方・暮らし方の変化に伴う将来の受取り年金額をシミュレーションしながら、
年金制度に関する基礎的な内容をわかりやすく解説することを目的としたワーク
シートを中学校や高校に提供予定。

全国の中学校や高校の教育現場で活用できるようにするため、厚生
労働省ホームページの特設サイトとして、年金教育特設サイトを新たに
公開する予定。ワークシートをはじめとする各種年金教育教材のダウン
ロードや各教材の内容と関連したQuizKnockによる解説動画など、ICT
教育とも関連付けて活用できるようにする。



中高生向け年金教育教材の特徴①（教材のコンセプト）
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中高生向け年金教育教材の特徴②（年金教育動画の利活用）
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中高生向け年金教育教材の特徴③（年金教育教材の利用方法）
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こども・若者からの意見聴取に関する令和６年度の取組について

⇒令和元年度から取組を行っている年金対話集会を活用した意見交換を継続実施。

さらに、令和６年度は年金制度改正と関連した意見聴取を行う。

•年金制度改正と関連したテーマや内容を含む講義資料を追加し、学生との意見交換を実施（拡充）

•年金制度に対する提案や要望などを募集するアンケート項目を追加（新規）
※大学側と事前調整の上、年金部会委員や企業年金・個人年金部会委員の年金対話集会への参加も検討する。

１. 大学生向け年金対話集会の機能強化

⇒より幅広い年齢層から意見を聴くため、中高生向けの年金対話集会を実施。

•中高生が興味を持ち、楽しく学ぶことができる新たな年金教育教材を活用（新規）

•講義の後に意見交換を実施し、中高生の年金制度に対する意見を聴取（新規）

２. 新たな年金教育教材を活用した中高生向け年金対話集会の実施

●学生の問題意識や関心がある論点を事前に把握してテーマを設定（拡充）

第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋



小中学生向け「学研まんがひみつ文庫特別編 年金のひみつ」について
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小中学生向け こども霞ヶ関見学デーへの活動参加について
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「年金動画・ポスターコンテスト」の概要

【概要】
募集部門:
（１）グラフィック・ポスター部門 （令和５年度より名称変更）
└小・中学生の部（令和4年度より新設）／一般（高校生以上）の部

（２）ショート動画部門（令和５年度より名称変更）

募集期間:
例年６月～９月上旬

表彰:
厚生労働大臣賞（各部１作品）、年金局⾧賞（各部１作品）、協賛特別賞および佳作（相当数）

審査:
年金動画・ポスターコンテスト審査委員会での審査を経て、結果を発表。

※令和５年度より名称変更

• 若い世代が手にとって理解しやすい具体的な広報コンテンツ （動画、ポスター等）

及び当該コンテンツの展開案を募集するもの（第２回年金広報検討会 資料３抜粋）
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「年金動画・ポスターコンテスト」受賞作品

ポスター 小・中学生の部 ポスター 一般の部 動画ポスター 動画

第

５

回

第

１

回

第

２

回

第

３

回

第

４

回

第５回年金動画・ポスターコンテスト受賞式
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「年金動画・ポスターコンテスト」の成果と今後の方針

第１回厚生労働大臣賞

受賞作品

年金クイズ動画

YouTuber「QuizKnock」

とのコラボ動画

第５回厚生労働大臣賞受賞作品

年金クイズ動画

社会保険適用拡大

新コンテンツ

クイズ形式を用いて年金について解説する作品が、若い世代が理解しや
すい優れた広報コンテンツとして、第１回厚生労働大臣賞を受賞した。

このアイディアを参考に、YouTuber「QuizKnock」とのコラボレーショ
ン動画が生み出された。

影響

第５回コンテストでは、ショート動画部門を新設し、
若年層の発想を募集した。⾧尺の動画よりも、端的で
気軽に視聴できるショート動画という広報方式は、令
和６年度リリース予定の、社会保険適用拡大コンテン
ツで制度を分かりすく伝える方法として採用された。

影
響



• 被用者保険の適用拡大



現行の社会保険適用拡大コンテンツについて

特 設 サ イ ト 動 画

＜ガイドブック＞

ガ イ ド ブ ッ ク ・ チ ラ シ

＜チラシ＞

＜厚生年金加入のメリット＞

＜将来の年金額の例示＞

26

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



社会保険適用拡大特設サイトへのアクセス数
第２回被用者保険の適用拡大に

関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2023年11月15日開催）資料２抜粋
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適用拡大に関する年金広報の更なる取組み
（社会保険適用拡大に関する広報の充実）

適用拡大に関する周知広報の進め方

全 世 代 型 社 会 保 障 構 築 会 議 報 告 書 （ 抜 粋 ） 令 和 ４ 年 1 2 月 1 6 日

広範かつ継続的な広報・啓
発活動を展開

短時間労働者に対し、労働時
間の延⾧や基幹従業員として
従事させることにより、企業
活動を活性化させた企業など
から好事例を収集

広報実務の専門家、雇用
の現場に詳しい実務家な
どで構成した検討会を開
催し、
• 広報コンテンツの内容
• 活用法
の検討を実施

（２）取り組むべき課題
① 勤労者皆保険の実現に向けた取組
○ 勤労者がその働き方や勤め先の企業規模・業種にかかわらず、ふさわしい社会保障を享受できるようにする

とともに、雇用の在り方に対して中立的な社会保障制度としていく観点から、以下の課題への対応を着実に進
めるべきである。
◆ 短時間労働者への被用者保険の適用に関する企業規模要件の撤廃
◆ 個人事業所の非適用業種の解消 ◆ 週労働時間20時間未満の短時間労働者への適用拡大
◆ フリーランス・ギグワーカーについて ◆ デジタル技術の活用
◆ 女性の就労の制約と指摘される制度等について
◆ 被用者保険適用拡大の更なる推進に向けた環境整備・広報の充実

検討会の意見を元に

• 労働者が被用者保険に適用される
ことによるメリット

• 事業主が短時間労働者を適用する
ことに伴うメリット

を実感できる広報コンテンツを作成

好事例の収集 検討会の実施 広報コンテンツの作成 広報の実施

第４回社会保障審議会年金部会
（2023年５月30日開催）資料３抜粋
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「被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議」

構 成 員 主 な 検 討 課 題

一般社団法人日本金融教育推進協会 代表理事横川 楓
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第10回社会保障審議会年金部会
（2023年５月30日開催）資料３抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツについて

。

特 設 サ イ ト

＋
好 事 例 特 設 ペ ー ジ

ガイドブック・チラシ

動画

＜コンテンツの役割＞

社会保険適用拡大に関する制度内容・
手続等の全般的な内容について幅広く
紹介する。

従業員向けチラシ
（加入メリット・シミュレーション）

説明動画
（ショート動画、５分動画）

人事労務管理者向け手引き
（経営シミュレーション）

＜コンテンツの役割＞

社会保険適用拡大の取組を進める企業
において導入に向けた検討や説明の難
度が高いと考える分野について、各企
業の好事例を踏まえた実践的な説明
ツールを提供する。

新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ
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第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な
広報のためのアドバイザー会議

（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【5】 （ 適 用 拡 大 特 設 サ イ ト の 拡 充 ）

社 会 保 険 適 用 拡 大 特 設 サ イ ト （ ト ッ プ ペ ー ジ ） 特 設 サ イ ト （ 下 層 ペ ー ジ ）
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第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【1】 （ 人 事 労 務 管 理 者 向 け 手 引 き ① ）
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第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【1】 （ 人 事 労 務 管 理 者 向 け 手 引 き ② ）
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第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【1】 （ 人 事 労 務 管 理 者 向 け 手 引 き ③ ）

34

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【1】 （ 人 事 労 務 管 理 者 向 け 手 引 き ④ ）

35

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【1】 （ 人 事 労 務 管 理 者 向 け 手 引 き ④ ）

36

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 新 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【1】 （ 人 事 労 務 管 理 者 向 け 手引 き⑤ ）

37

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【2】 （ 人 事 労 務 管 理 者 向 け 解 説 動 画 ）

38

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【3】（従業員向けチラシ）

社 会 保 険 加 入 の メ リ ッ ト （ チ ラ シ ） 社 会 保 険 加 入 に よ る 手 取 り シ ミ ュ レ ー シ ョ ン （ チ ラ シ ）

39

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【4】 （ 従 業 員 向 け シ ョ ー ト 動 画 ① ）

１ 社 会 保 険 加 入 対 象 者 ２ 社 会 保 険 加 入 に よ る 医 療 メ リ ッ ト 動 画

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋

40



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【4】 （ 従 業 員 向 け シ ョ ー ト 動 画 ② ）

３ 社 会 保 険 加 入 に よ る 年 金 メ リ ッ ト ４ 公 的 年 金 シ ミ ュ レ ー タ ー に よ る 試 算

41

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好 事例 を 踏ま え た新 た な 広 報 コ ン テ ン ツ 案 【4】 （ 従 業 員 向 け シ ョ ー ト 動 画 ③ ）

５ 手 取 り シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

42

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



令和６年度における社会保険適用拡大の広報の取組について

メディア
リレーションによる広報

専門家・関係団体との
リレーションによる広報

ソーシャルメディア
リレーションによる広報

関係省庁との
連携による広報

事業主向け 被保険者向け

・マスメディアへの情報提供

・専門紙、業界紙への情報提供

・求人情報サイト等への情報提供

・社会保険労務士会等の専門家への協力要請

・地方自治体等への協力要請

・SNSを活用した広報

・政府広報と連携した広報

・日本年金機構による個別周知による広報

・マスメディアへの情報提供

・テレビ、ラジオ、雑誌媒体等への情報提供

・社会保険労務士会等の専門家への協力要請

・地方自治体等への協力要請

・政府広報と連携した広報

・SNSを活用した広報

43



• 年金の見える化（公的年金）



公的年金シミュレーターの概要

45

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



46

（注）公的年金シミュレーターは、年金額を簡易に試算することを目的としており、実際の年金額とは必ずしも一致しません。
より正確な年金見込み額の確認をする場合には、日本年金機構の「ねんきんネット」の活用をご検討ください。

第10回社会保障審議会年金部会、第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



公的年金シミュレーターの利用状況

47



公的年金シミュレーターのプログラム活用に関する実証実験

 厚生労働省が公的年金シミュレーターのソー
スコード（プログラム）を公開し、民間事業
者は自社が運営するアプリなどのITサービス
に組み込めるかどうか検証を行った。

 参加企業は、プログラムを組み込むに当たっ
て生じた技術的課題について、「成果報告
書」を通じて厚生労働省に対して報告を行っ
た。

■実証実験の内容 ■ 実験参加企業が作成した「成果報告書」の集計結果

プログラムの構造、内容を
解析できたか

プログラムをアプリ等のITサービスに
組み込むことができたか

公的年金シミュレーターの機能を搭載したアプリ等のITサービスの
リリースを「予定」「前向きに検討中」とする民間企業が４社あった

ソースコードを公開することで、民間企業の創意工夫によって、年金額試算機能を組み込んだ独自のITサービス
が開発されることが期待された。

また、民間のITサービスの発展に伴い、様々な属性の利用者が年金額試算をすることが期待された。 48

■実証実験を通じて得られた方向性



公的年金シミュレーターの民間企業における活用

49

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



(2024年1月～ )公的年金シミュレーター機能追加（在職定時改定等）

50

在職定時改定の仕組みを考慮した受給見込み額を表示した。

これにより、厚生年金に加入しながら老齢厚生年金を受けている65歳
以上70歳未満の方の年金額の変化を試算することが可能となった。

①在職定時改定の試算機能を追加

②画面表示（ユーザビリティ向上）

これまでは、年金額の試算結果グラフ・年金見込み受給額の表示は
固定されていたが、「国民の声」で寄せられたご意見等も踏まえて、
これらの表示を開閉可能とした。
これにより、「今後の年収」「就労完了年齢」「受給開始年齢」を
広く表示することができ、ユーザビリティの向上を図った。

2024年1月より、在職定時改定の試算機能を追加した。これに伴って画面表示を工夫する（年金額の試算結果グラフ・年金見込み受
給額の表示を開閉可能とする）ことでユーザビリティの向上を図った。



（参考）公的年金シミュレーターの今後の方向性① 資産所得倍増プラン

51

● 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023改訂版 （令和５年６月16日）

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



【参考】民間保険との連携の推進

52

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

53【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/

■ 生命保険会社・代理店の募集人向け解説資料

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

54【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/

■ 生命保険会社・代理店の募集人向け解説資料

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

55

■ お客様向けご案内チラシ

【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



公的年金制度への意識・ニーズについて

■ 老 齢 年 金 の 仕 組 み や 役 割 に つ い て の 認 識 （ 問 1 1 ） ■ 障 害 年 金 の 仕 組 み が あ る こ と の 認 識 （ 問 1 2 ）

82.0 

73.0 

66.8 

62.5 

56.4 

42.3 

30.2 

8.4 

5.1 

1.4 

0 20 40 60 80 100

学生含め20歳以上の国民は、加入する義

務がある

60～75歳の間で受け取り始める時期を選

択できる

現役で働く世代が、高齢者を扶養する制

度である

保険料の納付状況に応じて年金額が変動

する

生涯にわたり年金を受給できる

物価や賃金の変動に応じて年金額が調整

される

「ねんきんネット」というサービスが活

用できる

「公的年金シミュレーター」というサー

ビスが活用できる

いずれも知らない

無回答

■ 遺 族 年 金 の 仕 組 み が あ る こ と の 認 識 （ 問 1 4 ）

知っている

59.6 

知らない

39.6 

無回答

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている

77.3 

知らない

22.2 

無回答

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
％ 56

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



【ご参考】公的年金シミュレーターのアクセス傾向について

57

■デバイス別アクセス傾向

2次元コードか
らのアクセス

95%

WEBブラウザか

らのアクセス
5%

■アクセス方法

※いずれのデータも2023年12月末までの累計値。アクセス方法については、トップリファラー（アクセス直前に閲覧していた
ページ）を元にした推計値。



公的年金シミュレーターに関する令和６年度の取組

認知度向上に
向けた取組

• 令和５年の「生活設計と年金に関する世論調査」によれば、老齢年金が終身年
金であることや障害年金・遺族年金制度を知らない方が一定数存在する。

現行の課題
• 令和６年３月末時点のアクセス件数は約６２０万回に達したが、令和５年の

「生活設計と年金に関する世論調査」によれば、公的年金シミュレーターの
認知度は８．４％に留まっている。

令和６年度の
取組

• 公的年金シミュレーターの認知度・アクセス数を更に向上させるため、様々
な方策により周知・広報を実施する。

新たな
試算機能の
追加の検討 • 想定される利用者のニーズを踏まえ、障害年金・遺族年金の試算機能等を追

加するための具体的な検討を進める。

現行の課題

令和６年度の
取組

58



• 公的年金と私的年金の一体的な広報活動について



キャリア選択と公的年金・私的年金に関する年金教育のパイロット授業

60

■ 実施概要
①日本女子大学での開催事例

日時:6月27日13:20-15:00
外部講師:岩城みずほ氏

②帝京大学での開催事例
日時:7月21日14:45-16:15
外部講師:横川楓氏

「人生100年時代。自分のライフ
プランに合わせた資産形成を」と
題し、平均寿命が男性よりも⾧い
女性がライフ・キャリア・マネー
プランをどのように考えれば良い
かや、資産形成のポイントなどを
講義した。

「社会人になる前に知っておき
たいお金の話」をテーマに、就
職の際に知っておきたい給与の
仕組みや、キャリア選択の際に
注意しておきたいポイントなど、
大学生のうちからできるお金と
の向き合い方について、わかり
やすく講義した。

■ 学生アンケート（抜粋）

・普通なら就職後にされるお話を、大学生の今のうちから聞けたことはとても貴重だったなと思います。
・老後のお金はあまり自由度がないと感じていたが、自分で選べることがたくさんあることを知ることができた。
・いつライフイベントでの出資があるか分からない中このように投資をとうしてお金を貯められることは良い事だなと思いました。

・今回の対話集会を終えて、公的年金をもとに私的年金を考えていくという発想は私には思いつかなかったため新たな発見だった。
・対話集会を通して、退職金についてそんなに多くもらえると知らなかったため驚いた。

・自分の人生について考え、いつどのくらいのお金が必要か踏まえた上で生活を送っていきたいと思った。



ソーシャルメディアの活用

61



2021年4月1日

生活設計と年金に関する世論調査（主な調査結果）



「生活設計と年金に関する世論調査」の概要

生活設計と年金に関する国民の意識を把握し、今後の施策の参考とする調査目的

全国18歳以上の日本国籍を有する者5,000人（有効回収数:2,833人、有効回収率56.7％）調査対象

令和５年11月２日から令和５年12月10日まで調査期間

郵送法調査方法

１ 老後の生活設計について
２ 公的年金制度への意識・ニーズについて
３ 私的年金制度への意識・ニーズについて

調査項目

「老後の生活設計と公的年金に関する世論調査」（平成30年11月）
「公的年金制度に関する世論調査」（平成15年２月、平成10年３月、平成５年２月）主な類似調査実績

63

（※）本資料は、令和６年３月 内閣府政府広報室「生活設計と年金に関する世論調査」の結果を基に厚生労働省年金局
で作成。

（※）平成30年11月調査までは調査員による個別面接聴取法で実施しているため、郵送法で実施した令和５年11月調査

との単純比較は行わないこととされていることに留意が必要。

（※）図表の数値（％）は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、内訳の合計が100にならないこともある。

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



１ 老後の生活設計について①

■ 何 歳 ま で 仕 事 を し た い か 、 ま た は し た か ( 問 １ ) ■ 老 後 の 生 活 設 計 の 中 で の 公 的 年 金 の 位 置 づ け （ 問 ４ ）

26.3 

8.2 

10.4 

16.3 

24.7 

28.5 

43.2 

53.8 

47.3 

54.7 

60.3 

58.4 

59.1 

46.2 

11.7 

24.7 

25.9 

15.0 

9.6 

7.2 

4.5 

1.6 

4.3 

1.9 

1.8 

0.6 

0.7 

1.7 

4.8 

13.3 

6.1 

5.8 

5.0 

2.4 

2.4 

1.7 

2.2 

1.0 

1.0 

1.6 

2.0 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

約８割

全面的に公的年金に
頼る

公的年金を中心とし、
これに個人年金や貯蓄
などを組み合わせる

公的年金にはなるべ
く頼らず、できるだ
け個人年金や貯蓄な
どを中心に考える

公的年金には
全く頼らない

無回答

考えたことが
ない

64

7.8 

12.5 

10.4 

12.0 

4.4 

5.6 

6.7 

14.8 

15.8 

15.9 

10.8 

23.7 

12.0 

12.4 

28.5 

34.1 

36.2 

35.3 

32.7 

26.5 

19.0 

21.5 

17.9 

19.4 

21.0 

19.1 

34.1 

17.0 

11.4 

4.7 

7.1 

8.5 

9.6 

11.9 

17.6 

6.1 

2.2 

3.2 

3.5 

4.4 

4.3 

12.3 

3.6 

1.8 

2.3 

3.8 

2.0 

2.2 

6.6 

2.0 

0.4 

0.3 

0.8 

0.6 

2.0 

4.6 

3.1 

10.8 

4.5 

4.3 

3.2 

0.6 

1.1 

1.1 

0.0 

0.6 

0.3 

0.2 

0.9 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

50歳以下 51歳～
60歳

61歳～
65歳

66歳～
70歳

71歳～
75歳

76歳～
80歳 81歳以上

これまで働いて
おらずこれから
働く予定もない

考えたこ
とがない

無回答約４割

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



１ 老後の生活設計について②

■ 老 後 に 向 け 準 備 し た い 、 ま た は し た 公 的 年 金 以 外 の 資 産 （ 問 ５ ）

65

％

67.6 

75.3 
72.5 71.5 

66.7 
64.8 63.7 

32.9 

38.7 

35.6 
37.3 37.3 

30.6 

26.4 

20.9 

37.6 

42.4 

31.0 

21.5 

14.3 

5.8 

14.5 

8.2 

19.1 
19.0 

19.9 
16.9 

7.8 

11.7 

13.3 

20.1 

12.3 
10.2 

12.4 
8.1 

11.6 
14.0 

12.6 
10.5 8.8 9.4 

14.1 

8.9 

12.9 

19.7 19.5 

11.2 

3.3 
0.5 

2.9 

1.4 

2.3 3.0 3.6 2.8 3.2 

2.0 

1.8 

1.3 1.8 2.2 
2.4 2.1 

12.5 

2.9 3.6 
6.5 

11.2 

17.2 
19.7 

2.0 
2.2 

0.6 1.5 1.6 2.4 
2.7 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

総数 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

預貯金

退職金や企業年金

少額投資非課税制度（NISA）

民間保険会社などが販売する個人年金

NISA以外の証券投資（株式や債券、投資信託など）

国民年金基金

個人型確定拠出年金（iDeCo）

不動産投資

その他

老後に向け資産形成はしないまたはしなかった

無回答

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



２ 公的年金制度への意識・ニーズについて①

■ 年 金 額 に つ い て 考 え た と き 、 ま た は 今 後 考 え た い と き （ 問 ７ ）

66

55.9 
57.7 
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52.3 

28.3 

9.3 9.7 9.0 

12.0 

49.6 
47.5 

23.8 

35.5 
33.3 
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22.2 

12.4 

20.9 

10.8 11.3 13.5 11.6 

31.9 
30.1 

19.3 

25.4 
28.5 

27.0 25.9 

15.6 

8.4 
9.7 

33.7 

21.0 

10.0 

6.8 5.2 

1.6 

5.1 5.0 

2.3 
4.8 

6.4 7.2 
4.2 

4.4 3.6 

9.7 
5.3 

5.2 4.6 

1.6 

3.5 

2.2 

5.5 4.3 
4.2 3.5 2.2 5.8 

6.8 6.5 7.5 9.6 
4.6 

2.9 4.2 
5.4 4.5 

2.8 
3.8 

1.5 

6.6 

2.4 2.9 0.6 2.0 2.0 2.0 
3.7 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

総数 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

マスメディアで年金に関する内容に触れたとき

老齢年金を受給できる年齢になったとき

Webメディアで年金に関する内容に触れたとき

退職したとき

就職したときや自身の今後の働き方を考えたとき

ソーシャルメディアで年金関連の内容に触れたとき

職場が開催しているセミナーなどに参加したとき

専門家や、金融機関に相談したとき

個人でライフプランのセミナー等に参加したとき

その他

考えたいと思わない

無回答

％

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



２ 公的年金制度への意識・ニーズについて②

■ 厚 生 年 金 を 受 け 取 る 年 齢 に な っ た と き の 働 き 方 （ 問 ８ ）
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11.3 

14.9 

25.9 

41.3 

44.4 
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57.8 
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14.0 
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16.3 

13.4 
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12.0 
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2.0 
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1.1 

0.3 

1.0 

1.0 
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4.3 

3.0 

1.1 

1.0 

2.3 

1.8 

2.6 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

働かない
年金額が減らない
よう時間を調整し

会社等で働く

年金額が減るかど
うかにかかわらず

会社等で働く

会社等で働かず、
自営業主・自由業

等として働く

厚生年金の加入が
なく、受給する見

込みがない その他

無回答

＜ 参 考 ・ 過 去 調 査 ＞ 在 職 老 齢 年 金 制 度 と 就 労 に つ い て の 意 識

（資料）厚生労働省年金局「年金制度に関する総合調査」（2019年）
※「年金制度に関する総合調査」（2019年）の概要
１．調査の目的:本調査は、年金受給者および被保険者の就業状況や収入などの生活実態と、年金制度に

関する意識を総合的に把握することにより、制度改正のための基礎資料を得ることを目
的とする。

２．調査対象者及び調査客体:平成30年12月定期支払いの支払額情報にある国民年金および厚生年金の
老齢年金受給者、平成30年11月20日時点における国民年金および厚生年
金の被保険者を調査の対象とし、調査対象から無作為に抽出した26,600
人を調査の客体としている。

３．調査時点及び調査期間:調査時点:平成31年2月28日、調査期間:平成31年3月1日～29日
４．調査方法:調査客体として選ばれた老齢年金受給者および被保険者に調査票を郵送で送付し、郵送で

回収した。
５．有効回答率:59.8％

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



２ 公的年金制度への意識・ニーズについて③

■ 公 的 年 金 制 度 の 理 解 を 広 げ る た め の 方 策 （ 問 1 0 ）％
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0.0
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総数 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

テレビや新聞などのマスメディアを活用した広報

中学・高校における年金に関する授業の充実

相談窓口の設置など個別に相談できる機会の増加

ニュースサイトなどのWebメディアを活用した広報

大学・専門学校における年金に関する授業の充実

セミナーや相談会など直接話が聞ける機会の増加

動画投稿型のソーシャルメディアを活用した広報

文章投稿型のソーシャルメディアを活用した広報

その他

特にない

無回答

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



２ 公的年金制度への意識・ニーズについて④

■ 老 齢 年 金 の 仕 組 み や 役 割 に つ い て の 認 識 （ 問 1 1 ） ■ 障 害 年 金 の 仕 組 み が あ る こ と の 認 識 （ 問 1 2 ）

82.0 

73.0 

66.8 

62.5 

56.4 

42.3 

30.2 

8.4 

5.1 

1.4 

0 20 40 60 80 100

学生含め20歳以上の国民は、加入する義

務がある

60～75歳の間で受け取り始める時期を選

択できる

現役で働く世代が、高齢者を扶養する制

度である

保険料の納付状況に応じて年金額が変動

する

生涯にわたり年金を受給できる

物価や賃金の変動に応じて年金額が調整

される

「ねんきんネット」というサービスが活

用できる

「公的年金シミュレーター」というサー

ビスが活用できる

いずれも知らない

無回答

■ 遺 族 年 金 の 仕 組 み が あ る こ と の 認 識 （ 問 1 4 ）

知っている

59.6 

知らない

39.6 

無回答

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている

77.3 

知らない

22.2 

無回答

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
％ 69

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



３ 私的年金制度への意識・ニーズについて①

■ 私 的 年 金 制 度 に つ い て 詳 し く 知 り た い こ と （ 問 2 3 ）
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総数 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

加入のメリット

将来の受給可能見込額

加入手続きの方法

掛金の効果的な運用方法

ライフプランに合わせた受給開始方法の選び方

私的年金に関する情報を得る方法

その他

特にない

無回答

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



３ 私的年金制度への意識・ニーズについて②

〇 「私的年金制度について参考にしたい情報源」については、回答全体で見ると「新聞・ニュースサイトの記事や雑誌」の割合が
38.1%と最も高いが、「テレビやラジオで放送されている情報」や「厚生労働省の広報やセミナー」も一定程度の回答を得ていた。
また、年齢層が低いほど「旧Twitter（X）やYouTubeなどで個人が発信している情報」の割合が高かった。

■ 私 的 年 金 制 度 に つ い て 参 考 に し た い 情 報 源 （ 問 2 4 ）

71

％

38.1 

31.2 

33.7 

39.3 

43.2 

38.5 
38.2 37.5 

34.1 

30.7 

37.8 

40.8 

38.1 38.8 

35.1 

41.2 

37.9 

35.3 
36.5 37.2 

29.5 

27.5 

31.9 

35.6 

31.5 30.9 
29.3 

17.6 

19.9 
19.4 

17.8 17.8 
17.7 

23.0 
21.3 

19.4 

24.7 

35.9 

28.3 

23.5 

15.9 

6.6 

13.3 

18.3 
15.9 

12.0 

14.7 

9.1 

13.4 

11.9 

30.5 

24.9 

16.5 

13.1 

5.6 

1.6 
4.9 

7.9 
9.7 

7.8 

5.2 
3.3 

1.4 2.0 

9.0 

2.6 

1.0 
1.4 0.9 

1.0 
2.1 1.4 1.0 

1.8 1.6 
1.7 

3.5 5.4 

1.1 0.6 

2.0 
2.6 3.7 

13.3 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

総数 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

新聞・ニュースサイトの記事や雑誌

テレビやラジオで放送されている情報

厚生労働省の広報やセミナー

職場の提供する福利厚生に関する情報やセミナー

企業年金連合会、国民年金基金連合会の広報等

専門家や、金融機関からの情報

友人や家族からの口コミ

XやYouTubeなどで個人が発信している情報

専門書

学校の先生

その他

無回答

参考資料
２－２

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋



2021年4月1日
社会保障審議会年金部会・企業年金個人年金部会における
広報に関する議論の状況について
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•
•

•

•

•

•

•

•

•

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋
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•

•

•

•

•
•

•

•

•

•

•

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋
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•

•

•

•

•

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋
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•

•

•

•

•

•

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会

合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋
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•
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•
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•

•
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•

•

•



本日ご助言いただきたい点

令和６年度の年金広報の方針に関し、以下の点についてご議論・ご助言いただきたい。

•

•

•

•
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•


